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Summary  

⚫ 経済成長と個人の幸福感の乖離
か い り

という現代の課題に対し、本レポートでは「健康・社会・経済」の3要素が相互に作用する

「ウェルビーイングの循環」の構築を提言する 。 

⚫ 「健康」は食の医療活用や人工知能（AI）による個別化栄養・疾病リスク予測への取り組み、「社会」はロボットによる社

会参加と生活・身体能力・心とのつながりの拡張の進展、「経済」はブロックチェーンとデジタルIDによる送金決済インフラと金

融アクセスの再設計について解説する。 

⚫ これらの技術が個人の可能性を広げ、経済指標だけでは測れない真の豊かさを醸成する。この流れが個人から全体に波及

し、循環することで、真にウェルビーイングな社会が実現した未来を展望する。 
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―幸福の好循環を生み出すアプローチとは― 

三井物産戦略研究所 技術・イノベーション情報部 
コンシューマーイノベーション室 澤野 健史 

山田 大輔 
戸 口  侑 

目次 

1. はじめに 

2. Health：食の介入とデジタル技術が開く新たな健康時代 

 2-1. Food as/is Medicine 

 2-2. 個別化栄養 

 2-3. 疾病リスクの予知 

 2-4. まとめ 

3. Social Connection：人の可能性を広げるロボティクス 

 3-1. 社会参加と生活の拡張：距離と障害を乗り超え、役割を果たす 

3-2. 身体能力の拡張：意志による移動の再獲得 

3-3. 心とのつながりの拡張：心のケアとコミュニティーの再生 

 3-4. まとめ 

4. Income & Wealth：ブロックチェーンとデジタル ID による金融アクセスの再設計 

 4-1. 送金・決済インフラの再設計 ―「お金を動かす」 

 4-2. 信用の再設計 ―「使う権利を与える」 

 4-3. 普及の鍵となる「安全で簡便な UX」 ― 誰もが使える承認の仕組み 

 4-4. まとめ 

5. 今後の展望 



 
 
 

 2 | 18 
    
  

 戦略研 Biz Tech 

社会を変えるイノベーション 2026 

 

MITSUI & CO.  GLOBAL  STRATEGIC  STUDIES  INSTITUTE  

1. はじめに 

グローバルな経済成長とデジタル化・人工知能（AI）の進展により、私たちの生活はかつてないほど豊かで便利になった。

しかし、その恩恵がすべての人に等しく行き渡っているとはいえない1。実際に生活コストの上昇2やあらゆる年齢層での孤立感

や将来不安の増大3、幸福度の停滞4など経済指標では測れない「取り残され感」が広がりつつある。また近年のAIや自動

化の急拡大は「誰がその恩恵を享受できるのか」「人間が付加できる価値とは何か」という、人間の役割と価値の再定義を

迫っている。このような背景からわれわれは、現代社会で発生している経済指標の好調さと人々の実感の乖離
か い り

を正しく認識

し、「ウェルビーイングな社会」の実現を目指すために必要なアプローチについて検討することとした。 

OECD（経済協力開発機構）はウェルビーイングを11の重要要素で定義している5。その中でもわれわれは「Health（身

体的な豊かさ）」「Social Connections（社会的な豊かさ）」「Income and Wealth（経済的な豊かさ）」の3つの要素

に着目した。「Health」は、学びや就労の土台であり、あらゆる取り組みの前提条件である。また「Social Connections」で

は、移動や人と人との関係性、対話・自立などの機会を広げる取り組みにより、人々の日々の挑戦を支えるゆとりを生み

出すことができる。最後に「Income and Wealth」は、食や教育、医療などの生活インフラにアクセスする上で重要であり、

「Health」と「Social Connections」の成果を持続させる基盤であると考えた（図表1）。 

本レポートでは、「Health」「Social Connections」「Income and Wealth」の3つの側面から、経済成長だけでなく、人々

の暮らしの質を高める取り組みや技術、サービスに焦点を当て、具体的事例を紹介する。 

 
出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成 

2. Health：食の介入とデジタル技術が開く新たな健康時代 

医療技術の進歩により平均寿命が延伸しているにもかかわらず、健康格差の拡大や肥満のまん延、生活習慣病の増加

など人々の生活を脅かす課題が各国で顕在化している。本章では①食の介入により疾病予防・管理を目指す「Food 

as/is Medicine」、②個人の生体データをもとに最適な食を設計する「個別化栄養」、③AIとデータを活用した「疾病リスク

の予知」を取り上げ、健康管理が「受け身で画一的」なものから「能動的で個別最適化」された形に転換しつつある姿を示

す。 

 
1 Global Internet use continues to rise but disparities remain｜United Nations 
2 Affordable housing | OECD 
3 Social Isolation and Loneliness｜WHO 
4 Happiness of the younger, the older, and those in between | The World Happiness Report 
5 In Brief: How’s Life? 2024 | OECD 

https://social.desa.un.org/sdn/global-internet-use-continues-to-rise-but-disparities-remain
https://www.oecd.org/en/topics/sub-issues/affordable-housing.html
https://www.who.int/teams/social-determinants-of-health/demographic-change-and-healthy-ageing/social-isolation-and-loneliness
https://www.worldhappiness.report/ed/2024/happiness-of-the-younger-the-older-and-those-in-between/
https://www.oecd.org/en/publications/in-brief-how-s-life-2024_eedbe25b-en.html
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2-1. Food as/is Medicine 

経済的・社会的要因によって新鮮で健康的な食品へのアクセスが制限され、結果として安価で栄養価の低い加工食品

への依存がまん延している問題がある。この問題解決に向けた動きとして、「Food as/is Medicine」の取り組みが近年、注

目を集めている。「Food as/is Medicine」とは、栄養価の高い食品へのアクセスを改善し、健康的な食の介入によって疾病

の予防・管理を図る枠組みである。近年は基本的な栄養ニーズを満たす食生活を公的に支援する制度（SNAP6、WIC7な

ど）に加えて、医師が食生活不安や疾患を抱える患者に対して、個人の病状に合わせて管理栄養士が設計した調理済

みの食事（医療調整食〈Medically Tailored Meals〉）や各疾患の栄養摂取基準に沿った食材セット（医療調整食材

〈Medically Tailored Groceries〉）、果物・野菜の購入クーポン（Produce Prescriptions）を処方する栄養介入が拡

大している8。 

例えば、米国ボストンに拠点を置く非営利団

体Community Servingsは、糖尿病などの慢性

疾患を抱える患者向けに、医療調整食を調理

し、自宅まで配送するサービスを提供している

（図表2-1）。この取り組みにより利用者の栄

養状態が改善し、月間医療費の減少（平均

16％）や入院率・緊急外来利用率の減少など

の成果につながったことが報告されている9,10。 

 

 

 
出所：Community Servings ウェブサイト（https://www.servings.org/food-

health-policy/health-insurance-claims-data-study/: 2025 年 11 月 27

日最終閲覧） 

また米国最大の飢餓対策NPOのFeeding Americaは、全米21カ所のフードバンク・医療機関と連携して「Food as 

Medicine」プログラムを展開している。提携医療機関を受診した約14万人を対象に、院内の専用パントリーや宅配による

食材提供、果物・野菜の購入クーポン配布、栄養指導などを組み合わせた多面的な支援を行っている。中間報告では、

参加者の食習慣・メンタルヘルス指標が改善され、糖尿病の診断基準の一つであるHbA1c11が平均1.5%低下するなど、

良好な結果が報告されている12。 

この他にも複数の取り組み事例（図表2-2）が登場しており、「Food as/is Medicine」の取り組みは単なる経済的支

援にとどまらず、生活習慣病の予防・管理、医療費抑制など、健康格差の是正に寄与し得る包括的なアプローチとして機

能し始めている。 

 

 
6 SNAP：Supplemental Nutrition Assistance Program（低所得者向けの食料購入支援プログラム） 
7 WIC：Women, Infants, and Children（The Special Supplemental Nutrition Program for Women, Infants, and Children〈妊産婦・

乳幼児・子ども向けの栄養補助プログラム〉 ） 
8 About Food Is Medicine｜Food Is Medicine Institute 
9 Association Between Receipt of a Medically Tailored Meal Program and Health Care Use｜PMC 
10 RWJF_Community-Servings-White-Paper-2019_SP_web.pdf 
11  HbA1c：過去2〜3カ月の平均血糖を反映する指標。目安は正常＜5.7%、境界（Prediabetes）5.7〜6.4%、糖尿病≥6.5%

（Diabetes Testing | Diabetes | CDC） 
12 Food as Medicine 3.0 (FAM3) program Year 2｜Feeding America 

https://www.servings.org/food-health-policy/health-insurance-claims-data-study/
https://www.servings.org/food-health-policy/health-insurance-claims-data-study/
https://tuftsfoodismedicine.org/about-us/
https://pmc.ncbi.nlm.nih.gov/articles/PMC6547148/
https://www.servings.org/wp-content/uploads/2019/04/RWJF_Community-Servings-White-Paper-2019_SP_web.pdf
https://www.cdc.gov/diabetes/diabetes-testing/index.html?utm_source=chatgpt.com
https://www.feedingamerica.org/sites/default/files/2025-05/Food-as-medicine-Year2-Report.pdf
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出所：三井物産戦略研究所作成 

2-2. 個別化栄養 

他方、現代社会における人々の健康を取り巻く課題として、不規則で偏った食生活や運動不足などのライフスタイルの

乱れが挙げられる。従来の栄養ガイドラインは平均的な基準に基づいたもので、実際には食事への生体反応は個人差が大

きい。そこで自身の遺伝情報や腸内細菌の構成、生活習慣などに合わせて個別に食事を調整し、健康管理を最適化する

「個別化栄養」のアプローチが現在、注目されている。 

例えば、（英）ZOE は世界最大規模の栄養疫学研究プロジェクト「PREDICT」で収集した、食事・血糖・血中脂質・腸

内細菌などの膨大なデータを基盤とした個別化栄養サービスを提供している。ユーザーは事前に腸内細菌検査と問診を受け

れば、専用アプリで食事写真やバーコードを読み取るだけで、食品の栄養プロファイル、加工度、健康リスクなどが即座に可

視化され、日常的に「自分に合う食べ方」を判断できる（図表2-3）。同社は臨床試験を通じて「同一の食事であっても食

後血糖や血中脂質の反応は個々人で大きく異なること」「AIを用いた個別化栄養サポートが心血管リスク指標の改善につ

ながる可能性」などを解明し、科学に裏付けされた信頼できるサービスを展開している13。 

また（米）Levels Healthは、数十万件規模の持続血糖モニタリング（CGM）データと生活習慣データを統合した独自

データベースを活用した個別化栄養サービスを提供している。ユーザーは専用のCGMデバイスを上腕裏に装着することで、食

事・運動・睡眠が血糖変動に与える影響をリアルタイムに把握できる。これにより一般的な栄養ガイドラインではできない「各

個人の血糖管理フレンドリーな食べ方」を提案できる点が強みである。また同社は提携医療機関における血液検査結果を

活用し、血糖値以外の多種多様な血液バイオマーカーを総合的に評価することで被験者の健康状態を精密に把握し、根

拠に基づいた栄養指導や生活習慣改善支援サービスを提供している（図表2-4）。  

 

 

 

 
13 Our Science｜ZOE 

https://zoe.com/our-science
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出所：ZOEウェブサイト（https://zoe.com/en-gb/buymembership/, https://zoe.com/how-it-works : 2026年1月16日最終閲覧） 

からNapkin AIを使用して三井物産戦略研究所作成 

 

 

 
出所：Levels Healthウェブサイト（https://www.levels.com/how-it-works : 2025年11月27日最終閲覧）からNapkin AIを使用して三井物産

戦略研究所作成 

https://zoe.com/en-gb/buymembership/
https://zoe.com/how-it-works
https://www.levels.com/how-it-works
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上記以外にも複数の企業が個人の体質や生活習慣に合わせた個別化栄養サービスを提供している（図表2-5）。これ

らは単なる食事管理の枠を超え、人々の生活の質の維持・向上に資する次世代のヘルスケア基盤に進化している。 

 

 

 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成 

2-3. 疾病リスクの予知 

多くの人が健康の大切さを理解していても、忙しさや習慣、誘惑に流されて、不健康な選択をしてしまうことは少なくない。

だからこそ、自分自身にどんなリスクがあるのかを”自分ごと”として認識し、行動を変えるきっかけを得ることが重要である。そこ

で、ビッグデータとAIにより個人の疾病リスクを早期に察知し、「見える化」するイノベーションが進展している。 

例えば、（米）Appleはスマートウオッチ「Apple Watch」

に不整脈検知機能を実装している（図表2-6）。スタンフォ

ード大学主導の「Apple Heart Study」によると、419,297人

の参加者中2,161人（0.52％）が通知を受け、通知を受け

た被験者の57%が医療機関に相談、陽性的中率は84％と

高かったことが報告されており、無症候の心房細動患者を早

期に発見できる可能性が示されている14。 

 

 

 

 

 
14 Large-Scale Assessment of a Smartwatch to Identify Atrial Fibrillation｜PMC 

出所：Appleウェブサイト

（https://www.apple.com/au/newsroom/2021/05/ 

ecg-app-and-irregular-rhythm-notification-now-available-

on-apple-watch/: 2025年11月27日最終閲覧） 

https://pmc.ncbi.nlm.nih.gov/articles/PMC8112605/
https://www.apple.com/au/newsroom/2021/05/ecg-app-and-irregular-rhythm-notification-now-available-on-apple-watch/
https://www.apple.com/au/newsroom/2021/05/ecg-app-and-irregular-rhythm-notification-now-available-on-apple-watch/
https://www.apple.com/au/newsroom/2021/05/ecg-app-and-irregular-rhythm-notification-now-available-on-apple-watch/
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また欧州バイオインフォマティクス研究所・ドイツがん研究所・コペンハーゲン大学の研究チームは、英国バイオバンク約40万

人とデンマーク国民約190万人の健康記録を活用し、1,000種類以上の疾病の今後10〜20年先の発症確率を予測する

生成AIモデル「Delphi-2M」を開発した15。まず各個人は自分に起こり得る主要な疾患リスクとその対策について具体的に

示されることで、食・運動習慣や節酒・禁煙などの生活改善を始めやすくなる。また医学研究領域では、疾患クラスタリン

グ・高リスク群の抽出により予防医療や臨床研究の効率化が期待される。さらに政策・健康保険分野でも、国や地域にお

ける将来の疾病負荷の推計により、医療・介護リソースの配分や保険料率の調整の精度向上に資すると注目されている

（図表2-7）。 

 

 

出所：Nature volume 647, pages248–256 (2025)からNapkin AIを使用して三井物産戦略研究所作成 

 

また（日）Rhelixaは、少量の血液から生物学的年齢を測る「エピクロックテスト」を提供している。同社はDNAのメチル

化度をもとに、実際の暦年齢とは異なる体内年齢（生物学的年齢）を推定し、老化の速度や生活習慣の影響などを数

値化して提示している（図表2-8）。また最新の長寿研究に基づき、老化を遅らせるためにどんな生活習慣改善が有効か

といった具体的なアドバイスが併せて提示される。ユーザーは自分の体内年齢や老化スピード、将来の潜在的リスクを客観的

に把握することで、納得感を持って日々の生活習慣改善に取り組むことができる。 

 

 

 

 

 

 

 
15 Learning the natural history of human disease with generative transformers | Nature 

https://www.nature.com/articles/s41586-025-09529-3
https://www.nature.com/articles/s41586-025-09529-3?error=cookies_not_supported&code=590f5a64-a321-468c-a092-ef2e80116e8a#:~:text=diseases,for%20up%20to%2020%20years
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出所：Rhelixaウェブサイト（https://epiclock.jp/test/: 2025年11月27日最終閲覧）から三井物産戦略研究所作成 

 

このように、AIや生体データを活用した疾患リスクの早期察知と見える化は、人々が自身の行動を振り返り、健康改善に

つながる具体的な一歩を踏み出すための「行動変容の起点」として注目されており、研究開発が活発化している（図表2-

9）。 

 

 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成     

 

 

https://epiclock.jp/test/
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2-4. まとめ 

上述した取り組みやサービスが社会に普及することで、人々の健康管理は、「受け身（病気になってから対処する）で画

一的なもの」から「能動的（病気になる前に予防する）で個別最適化されたもの」に変わっていくだろう。結果として、介護・

医療費の抑制、健康格差の是正などの社会課題の解決につながることが期待される。一方で普及に向けては、「健康管

理のモチベーション維持」や「コスト負担」「医療・健康保険との連携」「データ利活用のシステム構築」「プライバシー・信頼性

の確保」、さらには「疾病リスクの提示が人々の過度な不安をあおる可能性」など課題が山積している。今後は技術・サービ

スの高度化のみならず、疾病予防を前提とする社会システムの設計やユーザーの行動変容をサポートする仕組みまでを包含

したエコシステムの構築が鍵となる。これにより誰もが自然に健康を享受できる社会インフラが誕生することを期待する。 

 

3. Social Connection：人の可能性を広げるロボティクス 

社会的ウェルビーイング、すなわち他者との良好な関係やコミュニティーへの所属、社会的役割の実感は、人間が生きがい

を感じる上で不可欠な要素である。 

しかし、現代では、難病や障害、加齢による身体機能低下、地理的制約などが、人々から社会的つながりや役割を奪

い、深刻な社会的孤立を引き起こしている。この孤立感や役割の喪失こそが、個人のQOL（Quality of Life：生活の質）

と尊厳を著しく低下させる喫緊の課題である。 

本章では、これらの障壁を取り除き、人々が社会とつながるための手段として導入されつつある先端的なロボット技術に

着目する。これらは単なる自動化ではなく、人間の意思を拡張し、諦めていた社会参加や自己実現を可能にする「人の可

能性を広げるロボティクス」のアプローチである。本章では、これを「社会参加と生活の拡張」「身体能力の拡張」「心とのつな

がりの拡張」の3側面から解説する。 

3-1. 社会参加と生活の拡張：距離と障害を乗り超え、役割を果たす 

難病や障害での外出・動作困難は、社会との接点を奪い、孤立感や心理的負担を生む。ここで重要となるのが、ロボットを

自らの手足として操作し、距離や身体の壁を越えて働きかけるアプローチである。 

まず、日常生活における対等性の維持は重要な論点である。加齢や障害で日常生活動作が低下すると、他者への依存が

増し、家族や友人との関係性が「介護する側・される側」に固定化されやすい。これに対し、（米）Labrador Systemsの

「Labrador」は、自律走行機能するサイドテーブルのようなロボットである（図表3-1）。ユーザーの音声やアプリ操作で、冷蔵庫

から飲み物を運んだり、洗濯物を届けたりと、家事を支援する。自らの意思で身の回りのことを処理できれば、「人に頼む」という

心理的障壁は解消される。同社は、初期費用を抑えた月額サブスクリプションモデルで導入障壁を下げ、介護保険会社などと

提携し、介護予防サービスとして提供するBtoBtoCモデルを展開している。 

次に、社会参加や役割の回復に直接つながるアプローチとして、（日）オリィ研究所が開発した分身ロボット「OriHime／

OriHime-D」がある（図表3-2）。同社は、遠隔操作でその場にいる感覚を提供する技術を用い、常設の社会実験「分身ロボ

ットカフェ DAWN ver.β」を運営している。ここでは、ALS（筋萎縮性側索硬化症）患者などの外出困難者が、自宅からロボット
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を操作して接客などを行い、身体的動作を伴う労働を通じて「感謝される」体験と社会的役割の回復を実現している。ビジネス

モデルとしては、本体販売・レンタルに加え、企業や自治体向けの「障害者雇用支援サービス」として、導入コンサルティングやマッ

チングを提供している。 

これらの技術は、介護負担の軽減だけでなく、本人が自立した個人として尊厳を保ち、他者と対等な関係性を築く基盤を守

るものである。 

 

  

  

出所：Labrador Systemsウェブサイト 

Introducing the Labrador Retriever Robot at CES 2022 

https://www.youtube.com/watch?v=aTOyXBr9VyU 

（最終閲覧日 2026年1月21日） 

出所：オリィ研究所ウェブサイト 

https://dawn2021.orylab.com/en/gallery/#gallery-3   

（最終閲覧日 2026年1月21日） 

      

3-2. 身体能力の拡張：意志による移動の再獲得 

脳卒中や脊髄損傷での移動能力の喪失は、外出や対面交流の機会を奪う。ここで注目されるのが、失われた機能を補完・

拡張し、自分の意思で動く力を取り戻す装着型ロボット技術である。 

（日）CYBERDYNEの「HAL（Hybrid Assistive Limb）」は、人が体を動かそうとしたときに脳から送られる微弱な生体電位

信号を検出し、装着者の意思に従って動作をアシストする（図表3-3）。ロボットが勝手に動くのではなく、あくまで本人の動き

たいという意思に同調して動く点が重要であり、脳神経系の機能再生（可塑性）を促す効果も期待されている。自分の足で

再び歩くことは、単なる移動手段の回復にとどまらず、「外出できる」という自信と、コミュニティーとの関わりを取り戻す第一歩とな

る。同社は、医療機器としての販売や、レンタルサービスでの施設展開に加え、ロボケアセンターを運営し、継続的な収益を得る

モデルを構築している。 

海外でも、この分野は急速に進展している。（米/イスラエル）ReWalk Robotics（現・Lifeward）社の「ReWalk」は、脊髄

損傷による下半身まひ者が、再び立ち上がり歩行できる個人用外骨格ロボットである（図表3-4）。2014年に米国FDA（食

品医薬品局）認可を受け、車椅子ではアクセスできない場所への移動や、立位でのコミュニケーションを可能にする。目線の高

さを合わせて会話ができることは、社会的な自信と心理的ウェルビーイングの向上に直結する。同社は、主に保険適用を前提と

した販売モデルに注力し、米国の退役軍人省や民間保険会社と連携して、公的資金や保険で製品を提供する仕組みを確立

している。 

https://www.youtube.com/watch?v=aTOyXBr9VyU
https://dawn2021.orylab.com/en/gallery/#gallery-3
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出所：CYBERDYNEウェブサイト 

https://www.cyberdyne.jp/products/bb04.html  

（最終閲覧日 2026年1月21日） 

出所：Lifewardウェブサイト 

https://golifeward.com/products/rewalkpersonal-

exoskeleton/（最終閲覧日 2026年1月21日） 

  

 

3-3. 心とのつながりの拡張：心のケアとコミュニティーの再生 

社会的ウェルビーイングにおいて、他者との情緒的なつながりや、コミュニティーへの所属感は欠かせない。しかし、高齢者に限ら

ず、慢性疾患・障害・介護負担・環境変化などを背景に、不安や抑うつ、意欲低下をきっかけとして孤立を深めることがある。こ

こでは、こうした孤立リスクのある人々に対し、人の感性や情動に働きかけ、会話や交流のきっかけを生むロボットを紹介する。 

（日）産業技術総合研究所が開発したアザラシ型ロボット「パロ」は、多数のセンサーにより人の呼びかけや接触に反応し、

愛着形成を促す（図表3-5）。国内外の臨床評価では、高齢者ケアや医療・介護現場等を中心に、ストレス低減やポジティ

ブ感情の増加に加え、パロを介して会話が増えるといった社会的媒介効果が報告されている。ロボットが共通の話題となり、コミ

ュニティー内の相互作用を活性化させるのである。パロは世界で最もセラピー効果のあるロボットとしてギネス認定されるなど高い知

名度を持ち、国内外で販売されている。特に欧米では医療機器として認証され、非薬物療法としての導入が進んでおり、販売

後のメンテナンスサービスも重要な収益源となっている。 

一方、海外では対話による能動的なアプローチとして、（イスラエル）Intuition Roboticsの「ElliQ」がある（図表3-6）。これ

は、高齢者の孤立解消を目的に設計されたAIコンパニオンロボットで、受動的に命令を待つのではなく、利用者の生活パターンを

学習し、健康アドバイスやアクティビティーを自ら提案する。まるで同居人のように寄り添うことで、独居高齢者の孤独感を軽減し、

社会とのつながりを感じさせるインターフェースとして機能している。ビジネスモデルは、ハードウエア初期費用と継続的なAIサービス

利用料によるサブスクリプション型である。また、米国の高齢者支援機関などと提携し、公的支援プログラムを通じて独居高齢

者に無償または低価格で配布するBtoG（Business to Government）モデルも展開している。 

 

https://www.cyberdyne.jp/products/bb04.html
https://golifeward.com/products/rewalkpersonal-exoskeleton/
https://golifeward.com/products/rewalkpersonal-exoskeleton/
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出所：産業技術総合研究所ウェブサイト 

https://www.aist.go.jp/aist_j/magazine/20250925.html   

（最終閲覧日 2026年1月21日） 

出所：Intuition Roboticsウェブサイト 

https://elliq.com/（最終閲覧日 2026年1月21日） 

 

3-4. まとめ 

ロボティクスは、社会的孤立や役割喪失に対し、社会参加・自立・相互作用の各レイヤーで人の可能性を拡張し、つながりの

回復・創出に貢献する手段となり得る。本章で紹介した事例、および紹介しきれなかった事例も含めて図表3-7にまとめる。 

本章の事例群は、ロボットが単なる省人化や自動化の手段にとどまらず、人の意思や行為可能性を拡張し、社会とのつなが

りや役割の回復に資し得ることを示している。遠隔・生活支援といった操作の拡張により距離や身体的制約を乗り越え、装着

型外骨格などによる身体能力の拡張で自律的な移動を取り戻し、セラピー/コンパニオンとしての情動・対話への働きかけによって

孤立感の緩和や交流のきっかけを生み出す。これらの技術は、関係性・役割・創造的協働といった社会的ウェルビーイングの中

核に直接関与し、人間が人間らしく幸福に生きるための基盤を再構築する力を持っている。 

https://www.aist.go.jp/aist_j/magazine/20250925.html
https://elliq.com/
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出所：各種資料から三井物産戦略研究所作成 

上からhttps://orylab.com/, https://labradorsystems.com/, https://avatarin.com/, https://www.robotemi.com/, 

https://www.doublerobotics.com/, https://www.cyberdyne.jp/, https://golifeward.com/, https://eksobionics.com/, 

https://en.wandercraft.eu/, http://paro.jp/, https://elliq.com/, https://lovot.life/, https://www.casio.com/jp/moflin/   

（最終閲覧日 2026年1月21日） 

4. Income & Wealth：ブロックチェーンとデジタルIDによる金融アクセスの再設計 

ウェルビーイングの重要な要素の一つであるIncome and Wealth（所得と富）において、人々が経済活動を行うための

前提となるのが、送金・決済インフラである16。昨今、このインフラにはコストと効率性、金融包摂（アクセス）、安全性とUX

（利用体験）という3つの課題があるといわれている。 

先進国では従来システムの高コストや遅延が、そして新興国では金融サービスへのアクセス自体が課題となっている。金融

安定理事会（FSB）は、国際送金におけるコスト・スピード・透明性の改善を求めており17、世界銀行は身分証の不足がア

ンバンクド（口座を持たない層）を生む主要因であると指摘している18,19。加えて、個人消費者が金融サービスを日常的に

利用するには、安全性と簡便さを両立したUXへのハードルも存在する。 

こうした中、適切な法規制の下で課題を解決する手段として、ステーブルコイン20などのデジタル技術に期待が寄せられて

いる。その中核を担う技術基盤が、ブロックチェーンだ。これらの現状を踏まえ、本章ではブロックチェーン技術を基盤とした、①

 
16 OECD, 「In Brief: How’s Life? 2024」 
17 金融安定理事会（Financial Stability Board, FSB）「G20 Roadmap for Cross-border Payments: Consolidated progress report 

for 2025」2025年10月発行 
18 世界銀行「グローバル・フィンデックス・データベース2021」2022年6月発行 
19 世界銀行ID4D（Identification for Development）「ID4Dグローバル・データセット」2021年推計 
20 ステーブルコイン：ドルなどの法定通貨や国債を担保に価値が安定するよう設計された暗号資産 

概要ロボット名企業名国名カテゴリー

遠隔操作で身体的距離を超え、外出困難者の社会参加と就労を実現。
OriHime
/ OriHime -D

オリィ研究所日本

社会参加と
生活の拡張

自律走行で家事を支援し、高齢者等の自立生活とプライバシーを保護。LabradorLabrador Systems米国

公共空間のアバターに遠隔から「イン」し、
瞬間移動のような観光やスキル提供を実現。

newmeavatarin日本

自律走行とAI アシスタント機能を備え、遠隔巡回や高齢者の見守り、
ビデオ通話を支援。

temiTemi
イスラエル
／米国

複合現実（MR）ビューで運転可能なテレプレゼンスロボット。
オフィスや学校への遠隔参加を実現。

Double 3Double Robotics米国

生体信号で動作を支援し、脳神経系の機能再生と自立動作を促進。HALCYBERDYNE日本

身体能力の拡張

脊髄損傷者の立位・歩行を実現し、目線の高さを合わせた対話と尊厳を回復。ReWalk
Lifeward
（旧ReWalk Robotics ）

米国
／イスラエル

脳卒中や脊髄損傷患者の歩行再学習を支援するリハビリ用外骨格。
自然な歩行パターンを誘導。

EksoNREkso Bionics米国

自己均衡技術により、つえなし（ハンズフリー）での自立歩行とリハビリを
可能にする外骨格。

Atalante XWandercraftフランス

アニマルセラピー効果でストレスを軽減し、コミュニティー内の会話を活性化。パロ産業技術総合研究所日本

心とつながりの拡張

AI が能動的に発話し、高齢者の孤独解消と生活リズムの維持を伴走支援。ElliQIntuition Roboticsイスラエル

「役に立たないが愛される」を追求。体温や視線で生命感を表現し、
愛着形成と癒やしを提供。

LOVOTGROOVE X日本

感情マップを持つAI ペット。接し方で性格が形成され、メンタルヘルスケアや情
操教育に活用。

Moflinカシオ計算機日本

https://orylab.com/
https://labradorsystems.com/
https://avatarin.com/
https://www.robotemi.com/
https://www.doublerobotics.com/
https://www.cyberdyne.jp/
https://golifeward.com/
https://eksobionics.com/
https://en.wandercraft.eu/
http://paro.jp/
https://elliq.com/
https://lovot.life/
https://www.casio.com/jp/moflin/
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送金・決済インフラの再設計、②信用の再設計、そして③安全で簡便なUX、に焦点を当てる。 

4-1. 送金・決済インフラの再設計 ―「お金を動かす」 

従来の決済インフラを根本的に刷新する手段として、ブロックチェーンを基盤としたデジタル通貨が台頭している。特に、ド

ルや国債などの資産を裏付けとすることで、価値の安定性とデジタルの利便性を両立させたステーブルコインの実利用が進ん

でいる。ブロックチェーン上で発行・移転されるステーブルコインは、上で挙げた課題を解決する特性を備えており、銀行口座を

介さずとも低コストで、24時間365日ほぼ即時決済による送金を可能にする（図表4-1）。 

これにより、これまで金融アクセスが限られていた層にも「お金を動かす自由」をもたらす。こうした動きは、実体経済へ急速

に浸透しつつある。ステーブルコインの年間送金・決済額は9.9兆ドルに達し、Visaなどの主要決済ネットワークに迫る規模に

成長している（図表4-2）。 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成 

出所：Visa Onchain Analytics、Visa 2024 Annual Report、Stripe 2024 年次報告書、 RWA.xyz、 Citi GPS 「Stablecoins 2030」（2025

年）から三井物産戦略研究所作成 

注：RWA.xyz のデータをもとに、2020～24 年は 12 月 31 日、2025

年は 12 月 1 日の発行額。2030 年予測（1.9 兆ドル）は、Citi GPS  

「Stablecoins 2030」のベースケースに基づく。 

注：ステーブルコインは Visa Onchain Analytics から推定実需ベース（往

復取引・内部移転を除く）。2020～24 年は年間総額、2025 年は 1～11

月累計。Stripe, Visa は年間決済総額。 
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基盤となる発行額も急増しており、2025年12月に3,000億ドルを突破し、2030年には1.9兆ドルに達すると見込まれ、

一過性ではない金融システムの新たな基盤として定着しつつある。特に、企業間での活用にとどまらず、個人の経済活動を

支えるインフラ統合とユースケース拡大が進んでいる（図表4-3）。 

（米）Stripeや（米）PayPalはフリーランサー報酬の即時払いやデジタル決済へのアクセスを可能にし、（米）

MoneyGramは銀行口座不要の送金手段を提供している。UNHCR（国連難民高等弁務官事務所）は、避難民へ支

援金をデジタル通貨で直接給付することで、迅速かつ透明性の高い人道支援を実現した。これらの事例は、誰もが安価か

つ迅速に経済圏へアクセスできる金融包摂の基盤が、着実に確立されつつあることを示している。 

4-2. 信用の再設計 ―「使う権利を与える」 

送金インフラが刷新されても、サービス利用の前提となる信用（本人確認や実績）を証明できなければ、真の金融アク

セスは実現しない。従来、個人の信用は銀行口座の履歴や公的な身分証に大きく依存してきた。そのため、これらを持たな

いアンバンクド層やインフォーマルな経済活動に従事する人々は、技術が進歩してもその恩恵を十分に享受できないという課

題があった。この壁を突破するのが、ブロックチェーンを用いたデジタルID技術による信用の再設計である。これまで可視化され

なかった個人の活動、実績、資格を、改ざん困難で検証可能な信用（＝使う権利）へと転換する。具体的な社会実装

も加速している。先進国では、（米）Microsoftなどが提供する分散型ID（DID21/VC22）により、卒業証明書や資格情

報の即時検証が可能となり、採用や手続きのコストを削減している。 

 
21 DID（Decentralized Identifier：分散型ID） 
22 VC（Verifiable Credential：検証可能な資格証明） 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成 
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一方、新興国においては、グローバルに展開するBinanceなどがSBT23を活用し、ブロックチェーン上の取引履歴を信用スコ

アとして蓄積・可視化することで、銀行口座を持たなくても融資やサービスの利用を可能にした。さらに、AIの普及に伴い、

（米）Worldcoinのように人間であることの証明（PoP24）を提供するプロトコルも、公平な給付やサービス利用の基盤と

して重要性を増している（図表4-4）。 

これらの技術は単独ではなく、相互に補完し合って機能する。PoPが実在する一意の個人である土台を担保し、その上に

学歴や資格（DID/VC）、活動実績（SBT）が積み上がる。この多層的なデジタル信用を、スマートフォンで二次元コード

を提示するような簡便なUXに落とし込むことで、あらゆる経済活動への参入障壁を取り払い、滑らかな社会参画を後押し

する。 

4-3. 普及の鍵となる「安全で簡便なUX」 ― 誰もが使える承認の仕組み 

インフラとアクセスの解決と同様に重要なのが実用化・普及で、特にデジタル情報のやり取りでは本人が承認したものか

否かという支払いの最終承認の安全性が重要となる。この安全な承認の体験（UX）を、ハードウエア（端末）とソフトウ

エア（アカウント）の両面から構築することが重要である。ハードウエアによる保護の事例が、（米）Solana MobileのSeed 

Vault機能だ（図表4-5）。 

これは支払いや承認に必要な情報を、隔離された端末内の保護領域（TEE：Trusted Execution Environment）で

扱う。利用者は顔認証や指紋による端末のロック解除と同じ操作で支払いを行う。これにより、利用者は複雑なパスワード

管理から解放され、事業者は本人による承認という高い信頼性を得ることができる。もう一つのアプローチが、ソフトウエア側

での体験向上、すなわちアカウント抽象化25である。これは、従来のパスワードの自己管理という高いハードルを下げることがで

きる技術だ。この技術を活用し、（米）Visaはガス代の自動支払いや加盟店決済に、Stripeは加盟店向けウォレットを導

入するなど、既存の大手決済企業による採用が本格化している。また、アカウント抽象化は、AIの急速な進化と密接に関

連する。 

 
23 SBT（SoulBound Token：譲渡不可能なトークン） 
24 PoP（Proof of Personhood：人間性の証明） 
25 アカウント抽象化（AA：Account Abstraction）：従来のデジタル資産にあった「鍵をなくすと二度と取り出せない」という不便さを解消す

る技術。銀行口座やSNSのように、パスワード再設定や自動引き落としを可能にすることで、誰もが安全・便利に使えるようにする仕組みのこと。 

出所：各種情報から三井物産戦略研究所作成 
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今後、AIエージェントが個人や企業に代わって自律的に経済活動を行うことが考えられ、AIエージェントが安全に機能する

ためには、条件を定めた自動支払いを可能にする設計が不可欠であり、アカウント抽象化はその中核技術として期待されて

いる。 

4-4. まとめ 

本章で示した3つのアプローチは、相互に連携しながら段階的に社会実装が進む。まず、ステーブルコイン送金やデジタルID

が実務に浸透し、送金コストの圧縮や本人確認の時間が短縮される。日払いやクロスボーダー送金など、多様なニーズに対

応可能になる。中長期的には、AIエージェントによる条件付き自動決済など自律的な経済活動が現実味を帯びる。これら

の技術の融合は単なる効率化を超え、誰もが安価・迅速・安全にアクセス可能な包摂的な経済基盤が実現するだろう。 

5. 今後の展望 

本レポートでは、経済指標だけでは測れない「真のウェルビーイング」を実現するためのアプローチを、健康・社会・経済の3つの視

点から論じてきた。「健康」の章では、食の医療としての活用から個別化栄養、AIによる疾病リスク予知まで、生活者が“自分ご

と化”して行動変容へ踏み出せる新たな健康エコシステムの全体像と、その可能性・課題を描き出した。「社会」の章では、ロボテ

ィクスにより身体的・地理的制約を乗り越え、孤立した人々に再び社会とつながる「役割」と「身体性」を取り戻させる可能性を

示した。そして「経済」の章では、ブロックチェーンとデジタルIDが金融包摂を実現し、個人の活動や実績を正当な「信用」へと変え

る新たなインフラとなることを確認した。 

これら3つの領域は、決して上下関係にある階層構造ではない。それぞれが独立した価値を持ちながら、相互に作用し合い、

一つの「循環」を生み出すエコシステムである（図表5）。例えば、健康状態の改善は、不安の解消や活動意欲の創出につな

がり、社会参加を促す（健康→社会）。その活動は価値の創出につながり（社会→経済）、得られた経済的安定が、より

良い食や予防医療への再投資を可能にし、健康状態の改善につながる（経済→健康）。このように、健康が社会を動かし、

社会が経済を生み、経済が再び健康を支えるという閉じたループが形成されることで、ウェルビーイングは一過性の状態ではなく、

出所：Solana Saga Review: The Web3 Smartphone Has Arrived（https://decrypt.co/126218/solana-saga-review-web3-

smartphone-arrived）、Understanding Solana Seeker’s Seed Vault Wallet（https://solanafloor.com/news/understanding-

solana-seeker-s-seed-vault-wallet）2026 年 2 月 12 日最終閲覧 

https://decrypt.co/126218/solana-saga-review-web3-smartphone-arrived
https://decrypt.co/126218/solana-saga-review-web3-smartphone-arrived
https://solanafloor.com/news/understanding-solana-seeker-s-seed-vault-wallet
https://solanafloor.com/news/understanding-solana-seeker-s-seed-vault-wallet
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循環するたびにその価値が持続的に高まっていく好循環の構造へと進化する。もちろん、この逆方向の循環もあり得るし、他の

手段により循環を回すこともあるだろう。 

そして、この循環は、個人の中で完結するものではない。一人ひとりが自身の健康・社会・経済の循環を活性化することで、そ

れは組織の活力となり、やがては社会全体の豊かさへと広がっていく。個人のウェルビーイングの充実が、コミュニティーのレジリエン

スを高め、国全体の経済成長と幸福度の向上へとつながるスパイラルアップの構造こそが、われわれの目指す社会像である。こ

の循環において、企業には領域間のインターフェースをデザインする役割が求められる。これまでのビジネスは単一領域での最適化

が主戦場であった。しかし今後は、分断されていた要素を滑らかにつなぎ、循環のボトルネックを解消するソリューションにこそ、大

きな事業機会が宿るだろう。 

 

 

 

 

不安の解消、

活動意欲の創出

参加の実現、

価値の創出

対価の還元、

再投資

人的資本の向上、

コスト抑制

孤立の解消、

精神的充足

信用の可視化、

アクセスの開放

出所：三井物産戦略研究所作成 
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